
    

                           

 

こ
の
間
の
主
な
活
動 

（
平
成
３
０
年
１
０
月
） 

１
９ 

議
会
報
告
会
（
十
人
自
治
会
へ
） 

２
０ 

ワ
イ
ン
フ
ェ
ス
タ
２
０
１
８ 

２
１ 

山
本
宣
治
碑
前
祭 

２
２ 

モ
ー
ニ
ン
グ
ス
ピ
ー
チ
、
議
会
報
告
会
（
サ
ン
ト

ミ
ュ
ー
ゼ
） 

２
３ 

上
田
地
域
広
域
連
合
議
会
（
～
２
５
日
ま
で
） 

２
４ 

農
政
議
連
研
修
会
（
上
田
市
役
所
） 

２
５ 

椀
子
ワ
イ
ナ
リ
ー
起
工
式
な
ら
び
に
建
設
発
表
会 

２
６ 

総
務
文
教
委
員
会
協
議
会
、
知
事
選
慰
労
会
、
長

瀬
中
央
自
治
会
長
ら
と
の
懇
親
会 

２
７ 

依
水
館
１
０
０
周
年
記
念
事
業
、
シ
ナ
ノ
ケ
ン
シ

株
式
会
社
１
０
０
年
記
念
事
業
、
兄
弟
会 

２
８ 

長
男
の
結
婚
式
お
よ
び
披
露
宴 

（
平
成
３
０
年
１
１
月
） 

１ 

第
１
２
回
上
田
市
社
会
福
祉
大
会 

２ 

依
田
窪
南
部
中
学
校
卒
業
写
真
撮
影
、
町
組
道
路
検

討
委
員
会 

３ 

鹿
教
湯
ポ
ー
ル
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ 

４ 

第
５
９
回
丸
子
地
域
駅
伝
大
会 

５ 

モ
ー
ニ
ン
グ
ス
ピ
ー
チ
、
長
瀬
地
区
会
議
理
事
会 

６ 

～
７
）
早
稲
田
大
学
で
議
員
研
修
会
、
藤
野
保
史
議

員
、
武
田
良
介
議
員
事
務
所
訪
問 

８ 

総
務
文
教
委
員
会
テ
ー
マ
別
車
座
集
会 

９ 

財
政
問
題
学
習
会
、
地
区
委
員
会
総
会 

１
０ 

丸
子
太
鼓
「
鼓
城
」
記
念
コ
ン
サ
ー
ト
お
よ
び
記

念
式
典
、
深
山
古
民
家
コ
ン
サ
ー
ト
、
自
治
会
拡

大
役
員
会 

１
１ 

東
京
丸
子
会
総
会
お
よ
び
懇
親
会
（
東
京
） 

 

※
す
べ
て
の
行
事
に
参
加
す
る
わ
け
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。 

 

太陽光発電事業は、「金融商品化」したことが大きな問題 

11月 6日～7日にかけて、「早稲田大学環境総合センター×地方議員研究会 共催セミナーin 

早稲田大学」が開かれた。「自然エネルギーを活かした地域づくり」のテーマでは、岡田久典氏 

（早稲田大学環境総合研究センター 上級研究員）が講師をつとめました。（写真） 

内容は、自然エネルギーを活用したまちづくり、自然エネルギー（太陽光発電）トラブル事例 

対策・課題、議会質問の参考になる全国の事例です。 

 講演後の質疑応答で、私は次の 3点を質問して答えてもらいました。 

○固定価格買取制度が太陽光発電を急速に普及するインセンティブとなったが、防災上の問題など 

地域・住民とのトラブル回避のために、建設予定地を変更しても認可した時点での買取価格を維持するような仕組みはできないか。 

（回答）通産省は設備認定をしたのであり、建設場所の認定をしたわけではないが、どのような影響が出るかどうかは、業界等の

ようすを見ている段階ではないか。 

○太陽光発電施設には、建築基準法が適用除外になっているが、適用する方向は考えられないか。 

（回答）小泉政権の下、規制緩和の流れで建築基準法の適用除外となった。どういうことが起きたかというと、市町村への届け出

がないのでどこで何が起きているかが市町村が後で知ることになった。大きな問題である。今後、どうするかはこれも影響を見て

いる状況だと思う。 

○環境省が進めている規制の方向や内容について。 

（回答）太陽光発電に環境アセスメントに義務付ける方向で進んでいる。どの規模の面積から対象にするなどまだ詳細に決まって

いないので、効果があるかどうかはわからない段階。しかし、環境アセスメントに義務付けることで、無理な計画であり、事業開

始まで時間がかかる案件は金融機関が手を引くのではないか。新たな規制をもうけることに淡い期待をしている。 

＜研修会後の感想＞ 

★自然エネルギーを活用したまちづくりについて、認識が深まりました。上田市でもさらに再生可能エネルギーを活用していく余

地がまだまだあると思いました。「地方創生」のキーワードの一つが再生可能エネルギーの活用であることも理解できました。★一

方で、大規模な太陽光発電施設については、住民とのトラブルが起きている原因は、岡田氏が指摘するように金融商品化として動

き出したところに大きな問題がある。企業の利益より、命が最優先されるべきである。 

 

子育て支援をすすめる「新制度」の特徴は、

経済対策としてスタート、縦割り行政の弊害を

解消、財源は消費税に 

11 月 12 日～13 日、長野市で第 45 回市町村議会

議員研修会がありました。初日は、中山徹氏（奈良

女子大学大学院教授）による「自治体はどのような

少子化対策を進めるべきか」と題した記念講演。 

中山氏は、子ども・子育て支援新制度について、新制度の概要から具体例ま

で詳しく解説してくれました。新制度により、自治体が住民のニーズにこたえ

てどのような子育て支援策を具体化するかが問われていると力説されました。

上田市における子育て支援策をさらに調査検討を進め、提案していきたいと思

います。 

           

 

武田良介議員の国会事務所へ初訪問 

11 月 7 日、武田良介参議院議員の国会事務所

を訪ねて、環境省がすすめている「太陽光発電

施設等に係る環境影響評価の基本的考え方に関

する検討会」の内容等について、環境省の担当

者からレクチャーを受けました。前日に急きょ

決まった日程でしたが、担当者に都合をつけて

きてもらい直接説明を受け、質問もできてあり

がたく思いました。 

これに先立って、藤野保史国会事務所へも訪

問し、「高すぎる国民健康保険料（税）を引き下

げ、住民と医療保険制度を守ります」（11 月 1

日党中央が発表）の背景やポイントを藤野議員

から直接、説明を受けました。 

衆議院、参議院にゆかりの共産党国会議員が

いて、すぐに対応してくれ頼もしく感じました。 

 


